
【提出書類】
(1)申請書
(2)当該不動産の登記事項証明書
(3)保有(予定)資産目録
(4)申請者が代表者であることを証する書類
(5)次の４つの事項を疎明する資料

（申請の要件）
➀ 不動産を所有

➁

③ 不動産の表題部所有者又は所有権の  資格が認められ
登記名義人の全てが認可地縁団体の  なかった場合
構成員又はかつて構成員であった者で
ある

④ 不動産の登記関係者(表題部所有者、
所有権の登記名義人、これらの相続人)
の全部又は一部の所在が知れない

※ 「登記関係者の全部又は一部の所在が知れ 資格が認め
ない」とは、戸籍等を調査した上で、郵便 られた場合
が届かない等の状態をいいます。

※ 所在が判明する場合は通常の移転登記手続き
となります。
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